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診療報酬改定結果検証に係る特別調査（平成20年度調査）  

病院勤務医の負担軽減の実態調査  

報告書（案）   



調査実施時期は平成ヱ0年12月～平成Z1年2月とした。  

4．調査項目  

本調査の主な項目は次のとおりである。  

1．目的  

平成20年4月の診廉報酬改定では、病院勤務医の負担軽減に操る評価として、’入院時  

医学管理畑贋」及び「医師事務作業補助体制加算」の新設、「ハイリスク分娩管理皿軋 の  

改定が行われた。   

本調査では、これらの加算を算定している保険医療機関における病院勤務医の負担軽減  

策の取組み状況や、病院勤務医の負担軽減と処遇改善等の状況を把握し、平成20年度診療  

報酬改定の結果を検証することを目的とした。  

2．調査対象  

本調査では、「施設調査」「医師責任者調査」「医師調査」の〕つの調査を実施した。各国  

査の対象は、次のとおりである。  

○施設調査二「入院時医学管理加算」、「医師事務作業補助体制加算」、†ハイリスク分娩管理   

加算」のいずれかの施設基準の届出をしている、すべての病院（1．1う1施設）を対経とし   

た。  

○医師責任者調査・医師詞査∴上記「施設調査」の対象施設に1年以上勤続している、診   

療科医師責任者及び医師を対象としたbただし、1施設につき医師責任者最大島名（各診   

療科につき1名×最大8診療科）、医師最大24名（各診療科につきi名×最大g診療科）   

とした。  

3＿ 調査方法  

本調査では、対象施髄・医師が記入すら自記式調査票の郵送配布・回収により行った。   

施設調査については、施設属性、勤続医の負担軽減策の実施状況、動蔑医の勤挨状況、  

入院時医学管理加算に関する調査項目、医師事務作業補助体制加算に関する調査項目、ハ  

イリスク分娩管坦加算に関する調査項目等をたずねる調査票（「施設架」）を配布した．   

医師責任者調査及び医師調査については、基本属性、勤務状況、菜裾の負担感、巣持分  

担の実施状況と効果、処遇改善の有無等なたずねる調査票（「医師責任者票」及び「医師軌）  

を配布した。なお、医師兼任者粟については、管理する診療科について業扶負担の状況や  

勤務実績革も別にたずねている．   

「医師責任者票」及び「医師栗」の配付に際しては、上記の「施設調査」の対象施設を  

通じて行ったが、回収は、医師責任者・医師がそれぞれ専用封筒に同封・封練した調査票  

を対象施設の管理者が回収し、調査書摸局宛の専用返信封筒に施設票と同封の上、返送す  

る形式とした．  

1  

○施設属性等  
・聞役主体、病床数、種別、DPC対応状況、診療科、入院基本料区分  

・平均在院日数、紹介率、逆紹介串  

・救急歴腐体制  
・地域連携宝、24時間の画像・検査体用・調剤体制の有無  

・暇員数、医師事務作業補助者致、MSWの人数  

・電子カルテの導入状況 ／等  

○患者数  
・外来患者数、救急搬送による緊急入院患者数、新規入院患者数、退院   

患者数 ／等  

○勤務医の負担軽減康の実施状況  
・取り組んでい5勤務医の負担軽減農の内容 ／等  

○勤務医の人数・勤務状況等  
・常勤医師・非常勤医師数の推移（診療科別・男女別）  

・勤務医の月あたり平均勤務時間の推移（診療科別）  

・勤梼直の月あたり平均当直回数の推移（診療渾柑Ij）  

・連続当直合計回数の推移（診療科別） ／等  

○入院時医学管理加算における施設の概況  
・入院時医学管理加男の届出状況・予定、届出時期  

・選定＃養（実費徴収）の状況、金額  

・全身麻廓の件数、手術件数 ／等  

○入院時医学管理加算の効果・開等  
・勤務医の負担軽減策としての効果  
・課題・問増点  ／専  

○医師事務作業檎動体制加算における施設の概況  
・医師事務作業補助体制加算の届出状況・予定、届出時期  

・医師事蔑作業補助体制加算の区分  
○医師事務作黒補助者の配置状況一業棟内容等  
・医師事務作業補助者の配置時期・1巳置状況  

・医師事務作業補助者の人数・給与総額  
・医師事務作業者が担っている業務内零（診断書などの文書作成補助、   

診療記録への代子〒入力、診療データ整理など）  

○医師事議作業補助体制加算の効果・課題等  
・勤務医の負担軽減策としての効果  
・芦課題・問題点  ／等  

○ハイリスク分娩管理加算における施設の概況  
・ハイリスク分娩管理加算の届出状況・予定、届出時期  

・分娩件数  
・ハイリスク分娩管理加算の算定回数  

り、イリスク分娩患者の内訳  

○ハイリスク分娩管粗加算の効果・注題等  
・勤務医の負担軽減策としての効果  
・闇・問題点 ／／等   

医師責任者調査  ○基本属性  
・性別、年齢、医師経験年数、診療科、勤諸形態、j  

○勤務状況  
・実動誘時間、外来診療担当の有無、当直回数、連  

○個人としての葉痩負担の状況等  
・負担が重い業務及びその割合、業務負担の変化 ′  

○診療科における業務負担の状況等  
・業者負担の変化、夜間・早朝の軽症救急患者数の：  

○勤務医の負担軽減策の取組み状況等  
・勤務医負担軽渡策の取組み状況及びその効果  
・業務分担の状況及びその効果  
・医師の処遇改善等の有無 ／等  

○課題等  
・今後の課腰 ／等   

医師調査   ○基本属一性  
・性別、年齢、医師経験年数、診療科、勤務形態、  

○勤務状況  
・実動残時間、外来診療担当の有無、当直回数、運  

○業務負担の状況等  
・負担が重い業務及びその割合、業務負担の変化  

○勧誘医の負担軽減策の取組み状況等  
・勧慈医負担隆渡策の取組み状況及びその効果  
・業務分担の状虜及びその効果  
・医師の処遇改善等の有無 ／等  

○課題等  
・今後の課題．／等  

5．結果概要  

（1）回収の状況  

施設調査の回収数は516件、回収率は射．g％であった。また、医師間査の有効回答人数は、  

医師責儒者が2，38，人、医師が4J27人であった。  

図表1回収の状況  

有効回収数   有効虐l収辛   

施設瞬査   51る   44▼8％   

医師貫任者調査   2J89  

医師調査   4，227  

※施設調査の回収数は526件であった，いずれの施設基ヰについても届出がないと回答があった   

施設票を無効票（10件）とした．  

※医師責任者調査の回収数は2．γ4件、医師調査の5，574件であった。両調査とも対象額院にお   

ける勤練年数が1年未満もしくぼ無回答のものについては無効票（医師斉佳肴調査：134件、   

医師調査・舛5件）とした。また、この他、施設粟の回収がなかったもの及び施設票が無効と   

なったものは無効眉（医師千任看調査こ25Ⅰ件、医師調査：4別件）とした．   



施設基準届出状餞別施設掛こついてみると、r入院時医学管現加凱、r医師事務作業論功  

体制加算」及び「ノ1イリスク分娩管理加凱の3つの施設基準のいずれも届出をしている  

という医療機関は95％（49施設）であった。   

最も多かったのはー医師手技作業補助体制加算のみ届出あり」（37＿2％、けヱ施設）であ  

り、次いで「ハイリスク分娩管理加算のみ届出あり」（】l．8％、l糾施投）、r医師事務作業  

績助体制加算とハイリスク分娩管理加算の届出ありj（16．7％、8‘施設）となった．r入院  

時医学管理加算のみ届出あり」は0．4％（2施設）と最も少なかった。  

国表3 施設基準届出状況別施設数  

（2）施設綱壬の一括果概要  

【韻査対象等】  

調査対象：「入院時医学管理加算上「医師尊珠作業補助体制加算」、「ハイリスク分娩管  

理加算Jのいずれかの施設基準の届出をしている、すべて病院（り51施股）  

回答数：51‘件  

回答者：施設の管理者  

施設数  構成割合  ナべての施設基準の届出あり  ヰ9  9．5l  （入院時医学管理加算＋医師事務作業補助体制加算）届出あり  12  乙31  （入院時医学管理加算＋ハイリスク分娩管理加算）届出あり  山  ｝1ヽ  （医師事裏作業補助体制加傭＋ハイリスク分娩管理加計届出あり  8¢  16，丁ぢ  入院時医学管理加虜のみ届出あり  2  04ヽ  医師車載作業補助体制加算のみ届出あり  192  ユ7．2～  ハイリスク分娩管坦加算のみ届出あり  164  31．8ゝ  合計  S18  100，【）■   
①施設基阜の届出扶況  

施設基準の届出状況についてみると、r入院時医学管理加算Jのー届出をしている」とい  

う施設は14j％（7ヰ施設）、r医師事務作業補助体制加算jの「届出をしているj施掛i65・7％  

（3ユ9施設）、「ハイリスク分娩管理加凱の「届出をしている」施設は軋1％（310施設）  

であった．  

図表⊇ 施投基準の届出状況（∩＝；516）  
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入院時直筆t理加算  

医師事務作集補助体制加算  

ハイリスク分娩t理加算  

1届出をしている  8現在は尾出なし、今後馬出を行う  

臼届出をしていない  D舞回答  

②施設の属性  

1）開設主体   

開設主附こついてみると、全体ではー医療法人」（3l，2％）が最も多く、次いで「公立」  

（23＿3％）、r公的」（14，7％）となった．   

r入院時医学管理加算」の届出施牧では「公立J（3l．1％）が最も多く、次いで「公的」  

と 鳩凍法人」いずれも2D，コ％）となった。「医師事儲作業祷助体制加算」の届出施設で  

は「医寮法人」（つ8．6％）が最も多く、次いで「公立」（24．‡％）、「その他の法人」（15．9％）  

となった。rハイリスク分娩管理加算」の届出施設では「公立J（27．4％）が最も多く、次い  

で「公的」（19，7％）、r医療法人」（14．8％）となった。 

図表4 開設主体  

Ol    ヱ皿    ヰO1    801    801   1肌  

2）許可病床数   

許可病床数についてみると、全体では「500床以上」（31．8％）が最も多く、次いでr300  

床～499床」（29．8％）、r200庚～2卵床J（12．‘％）となった．なお、平均はヰ帆9床（中央  

値354．5）であった。  

「入院時医学管理加算」の届出施設ではr500床以上j（5l．4％）が最も多く、次いでr300  

床～499床」（4l．9％）となっており、軒可病床数の平均は5ユ‡．‘床（中央値500）と大規模  

の病院が多かった．ー医師事碗作業補助体制加井」の届出施設では「〕帥床～4野床」（刀．3％）  

が最も多く、次いでr500床以上j（20．‘％）となり、許可病床数の平均l土342．4床（中央任  

307）であった。r入院時医学管理加算」及びーハイリスク分娩管理加算Jの届出施設と比  

較すると、大規模病院の割合が低かった．し、イリスク分娩管毘加算jの届出施設ではr500  

床以上」（50．6％）が最も多く、次いで「3∞床～499床J（32．3％）となり、許可病床数の  

平均は5I9．0床（中央値500）と大規模の病院が多かった。  

図表5 許可病床戟  
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全体  

（′F518）  

入鹿時医学管理加暮  
届出施設（l宇74）   

医師事苛作業補助体側  
加工届出施設（rdユ9）  

ハイリスケ分娩t理加井  

尾出総論（雨10）  

■‡刃立  巳公立  日公的  
甘社会保険粛床団体 白医療法人  8個人  

日宇校注人  口その他の法人   □■回答  

（注）複数の施設基準の届出を行っている施設があるため、各施設基準のサンプル数の和は全体  

のサンプル数と一致しない．以下、同様。  

※参考：開設主体の内訳  

15日床－1   口5【）床－99在  日】DO床－149床 口   

口つ80床～ヰ99辰 也500床以上   

国立  厚生労働省、独立行政法人国立病院機構、国立大学佳人、独立行攻任  
人労働者健康福祉楓欄、その他（国）   

公立   都道府県、市町村、地方独立行政法人   
公的   日本赤十字社、済生会、北海道社会事業協会、皇位厚生農業協同組合  

連合会、国民健康保険団体連合会   
社会保険隕係団体  全国社会保険協会連合会、厚生年金事業振興団、船員保険会、健康保  

挨組合及びその連合会、共済組合及びその連合会、国民健康保険組合   
モの他の法人  公益法人、社会福祉法人、医療生協、会社、その他の法人   

’‾ 
．  



4）救急医機体制   

救急医療体軌こついてみると、全体では「第2次救急」（68．＆％）が最も多く、次いで「救  

急救命センター」（17・】％）、r地域周産期母子医療センター」（15＿3％）、喘合周産期母子医  

療センター」（9．1％）、簡度救命救急センターJ（2j％）の順であった。  

図表7 救急医療体制（複数向答）  
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3）病院種別   

病院の種別についてみると、「特定機能病院」が9，】％、「地域医療支援病院」が18g％、  

「′ト児救急医寮拠点病院」が3、9％、「災害拠点病院」が370％、rがん診療連携拠点病院」  

が29．7％であった。   

r入院時医学管理加算」の届出施設では、「地域医療支援病院」が‥柑＿6％、「災害拠点病  

院」が54．1％、「がん診療連携期病院」が58，】％と指定を受けている割合が高かった∴また、  

「ハイリスク分娩管理加算」の届出施毀では、「災害拠点病院」が53＿2％、「がん診療連携  

拠点病院」が側j％と指定を受けている割合が高かった。  

図表6 病霹完種別（複数回菩）  
第2次救も  

救命救急セント  

高度救命救急セカー  

総合局産期母子医療センター  

地域周産期母子匿慮セント  

その他  

k回答  

臼入院時医手管理加算   
届出施設（n＝74）  

日医師事務作暮補助体制ロ∧イ胆ウ分娩管理j  加暮届出施設（咋839） 届出施設（∩＝310）  

6）棲模している診療科   

標拷している診療科についてみると、全体では「内科」（94．6％）が最も多く、次いで「整  

形外科」（9】・9％）、「外科」（弧9％）、「泌尿器科」（氾．4％）、「小児科」（80．4％）となった。  

図表9 標湧している診療科（複数回答）  

5）DPC対応   

DPCの対応状況についてみると、全体ではrDPC対象病院」が49．2％、「DPC準備病院」  

が30．4％、「対応していない」が17．4％であった。  

「入院時医学管理加算」の届出施設では「DPC対象病院」が68．9％と高かった。また、rハ  

イリスク分娩管理加算」の届出施設でもrDPC対象病院」が59．0％と高かった。「医師薔誘  

作業補助体制加算」の届出施設では、他のユつの加算届出施設と比較すると、わPC対象病  

臥の割合は45．7％と低かった。  

図表8 DPC対応  

0～   Zm   朋）～   6Dt m l〔肌  

全体  
（∩二516）  

入院時医学管理加算  
届出施設（∩＝74）   

医師事務作簑補助体制  
加算届出施設（∩＝339）  

ハイリスク分娩管理加井  
届出施設（n二310）  



8）勤務医負担軽減対策軒圃の策定状況   

勤務医負担軽瀬対策計画の策定状況についてみると、全体では「既に策定済みjが57．4％、  

r現在策定中である」が15＿7％、一策定していないJが2，9％であった．   

一入臨時医学管理加算Jの届出施設では「既に策定済み」が7名．4％であり、r現在策定中  

である」が10．8％、「策定していない」が6＿8％となっており、他の2つの施役基準の届出  

施設と比較すると、「既に策定済みJの割合が高かった．  

図表111血球医負担軽減対策計画の策定状況  

D1    201    硯    601    80～   1m  

7）24時間の診療体制等   

24時間の診療体制等についてみると、「地域達雄壷の設軋があるという回答は90．5％で  

あった．この他、「24時間の画像診断体制」があるという回答は62．‘％、r24時間の検査体  

制Jは70．9％、「24時間の調剤体制」は5”％であった。   

r入院時医学管理加算」の届出施設では、r全削や他の2つの施旺基準の届出施設と比  

較して、いすれの診療体制等こおいても回答割合が赤かった一  

国表10 24時間の診療体制等く複数回答）  

0．Ot  2q鵬  48，（I1 6001 80．O1 100．仇  

全体  
（∩；巧16）  

入院時医学書埋加算   
届出施設（ド1小   

色師事務作美補助体制  
加井届出施設（扁30）  

ハイリスク分娩t瑠加算  

届出縫毅（両川）  

地域連携圭の設i■  

Z◆時間の画像鯵断体触  

2■時間の扶糞休刊  

24晴間の叫利休■  

★由苓  

■庶に策定済み n現在策定中である E策定していない ロー回答  

8入院時医学書増加算  
見出施1箕（l≠？l）  

日医師事扶作業檎助体銅 6ハイリスケ分娩管理加算   
匂全体          （n芸518）             加暮属出絶‡蒙（昨8ユ8）  届出権l量（r戸310）  
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10）平均在院日数、紹介寧、逆紹介串   

病院全体の平均在院日数についてみると、平成19年10月が平均18．7日、平成20年10  

月が柑．4日と0．3一日の短編であったが、中央せでみると、15．‘日から14．9日と0．一日短縮  

した。  

国表14 病院全体の平均在院日数  

（単位ニ8）  

g）診療録t子カルテの導入状況   

診療録t子カルテの潜入状況についてみると、r導入している」が叫．4％、r導入してい  

ない」が55．0％であった．   

診療録電子カルテをl導入している」と回答した229施設における革入時期についてみ  

ると、r平成】8年J（】7．9％）が最も多く、次いでー平成1‘年J（14．8％）、r平成20年以軌  

（14．4％）、r平成19年」（13．5％）であり、ばらつきがみられた。  

国表12 診療録t子カルテの導入状況  

0‡  201  1仇  …  8（）1  1昭  

平均旗  葦萱■ 席差  1大徹  t小旗  中央庫   

全体   几一50】  t9年10月  18．7  2）．0  402．0  4．9  15．6  
D－5（】l  20年lO月  柑．4  23，l  40二！．0  4．1  14．9   

入院時医学管理加  
算届出施股   nt－75  20年】0月  14．7  3．0  ユ‘．‘  8．‘  14．う   
医師亭眉作業補助  
体制加算届出施股   
ハイリスク分娩讐  
】里加算届出施設   

ロ導入していない    ロ撫回答  （注）平成19年10月及び平成20年10月の両時点についてI己戴があったものを有効回答として  

集■卜した．  

一般病棟の平均在院日数についてみると、平成19年lO月が平均15．7日、平成20年10  

月が15．3日と0．4日の短縮であったが、中央値でみると、】4．9日から1ヰ3日と0．6日短縮  

した。  

国表15 一般病棟の平均在院日数  

（単位：日）  

図表13 診療録書手カルテの導入時期  

体制加算届出施設   
ハイリスク分娩管  ・平均値  標i事 偏差  長大価  上小旗  中央杜  全体  hコ502  19年10月  】5．7  13．息  ユ13．‘  4．9  14．9   n亡50：Z  20年1（）月  】5．つ  1）．6  30月．5  1＋t  14．3  入院時医学管理加 算届出施投  niTl  】9年18月  川．5  2．6  2jj  8．7  143   n－71  20年10月  14．0  2j  2ヱユ  8．6  l：ト基  医師亭兢作業補助   n一っZ8  19年】0月  l‘．3  l‘．9  〕13一‘  6．9  Ⅰ50   lP】2葛  20年10月  15，9  16．‘  〕08j  6．7  14．4   理加算届出施設  n－30】  19年10月  】！．〕  17．5  31：〉．6  4．9  14．2   n一っ0コ  20年10月  14．9  17二2  30E．5  4．1  川，0   

■平成11年以前 田平成15年   口平成川年   月平成11 良平成18年   臼平成用年   B平成祁年以l啓 白集団筈  

（注）・平成19年10月及び平成ユ0年10月の雨晴点について記載があったものを有効回答とし  

て集計した．   

・最大値は障害者施設等入院基本料等又は特殊疾患病棟入院料等病棟の特定入院料・を算定  
する病棟を有ナる施設．   
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紹介率についてみると、全体では平成19年IO月時点では平均4〕D％であったのが、平  

成20年10月時点では小U％と上昇している。また、中央値でみても、408％から43，0％と  

上昇している。   

平成20年10月時点の紹介率についてみると、「入院時医学管】邑加算」の届出施設では、  

平均57＿2％（標準偏差は2、中央値5g5）、「医師事梼作業補助体制加算」の届出施設ごは  

平均壷．4％（標準偏差コj、中央値叫9）、「ハイリスク分娩管理加乳の届出施設では平  

均50．0％（標準偏差209、中央使5l▲3）となっており、入院時医学管理加算の届出施設に  

おいて特に紹介率がホい結果となった。  

図表16 紹介串  

（♯位：％）  

11）一般病棟の入院基本料区分   

一般病棟の入院基本料区分についてみると、全体では「7対】」が556％、「10対1」が  

39．3％、「l〕対l」が〕5％であった。   

「入院時医学管理加算」の届出施設ではr7対l」が73．0％、「10対1」が27．0％、「医師  

事務作業補助体制加算」の届出施設ではr7対り が50．4％、r10対l」が43．了％、「ハイリ  

スク分娩管理加算」の届出施設では「7対1」が65．5％、「10対I」が32．3％であった。  

図表18 一般病棟の人尿基本料区分  

Ot 18■  ZOt  ユ0～  401 m  軌  701 801 901 】0（】1  

平均値  標準 偏差  t大せ  ■小龍   

全体   n＝451  19年10月  43．0  21．7  lα）．0  0．0  
n＝45】  20年相月  44．5  n．4  100．0  0，0   

入院時医学管理加  
算届出施設   
医師事務作業補助  
体制加算届出施腰   
／＼イリスク分娩瞥  

理加算届出施澱   

全体（∩＝516）  

入院時医羊管理加井  
届出施設（n＝Tl）  

医師事務作美補且b休t疇  

加暮届出施設（n＝339）  

ハイリスク分娩t理加算  

届出施設（作尋10）  

逆紹介率についてみると、全体では平成19年10月時点では平均】l．1％であったのが、  

平成ヱ0年10月時点では34J％と上昇している。また、中央値でみても、26．‘％から299％  

と上昇している。特に、「入院時底学管理加算」の届出施設では、平成19年10月時点では  

平均43ヱ％（標準偏差22＿1、中央値叫．2）であったのが平成20年10月時点では、平均4＝％  

（標準偏差24．g、中央値48．2）と大きく上井している．「医師事凝作業補助体制加算」の届  

出施設、「ハイリスク分娩管理加算」の届出施設では、平成19年10月及び平成20年川月  

時点で30％台であり、「入院時医学管理加算Jの届出施設と比較すると、逆紹介率の水準l土  

市くはないものの、平成19年10月から平成20年10月にかけての1年間で向上してい5。  

図表17 逆紹介串  

（離任・％）  

ロ10対1  日1：I対1  ■15対1  ロー回答  

（注）「特別入院基本料j の施設は該当がなかった．  

平均鑓  標準 偏差  ■大住  1小旗  中央値   

全体   n叫17  19年10月  3l．l  ココ．0  140．4  0．0  26．‘  
n－ヰ17  20年10月  ）4．〕  2〕j  t17．9  0．0  29．9   

入院時医学管理加  
算届出施設   
医師雷抹作業補助  
体制加算届出施設   
ハイリスク分娩t  
理加算届出施牧   

13）職員劇   

平成申年10月におけるl施設あたりの職員数（常勤換算）についてみると、「医師」は  

平均9g．5人（標準偏差120，l、中央値56＿9）、「歯科医師」はっj人（標準偏差15．7、中央値  

0＿0）、r看護師・保健師」は平均2＄7．三人（標準偏差223．8、中央値ユお．5）、「助産師」は平  

均14．2人（標準偏雇16．】、中央値12．0）、「准看護師」の平均は15．9人（標準偏差157、中  

央値11〕）、「薬剤師」は平均16．1人（標準偏差13ユ、中央値12．射、「技師」は平均弧2人  

（標準偏差52，8、中央値49．1）であった。   

医師、看護師・保健師を始め、助産師、薬剤師、技師の人数（常勤換算）については、  

平均値・中央個二ともに平成19年10月時点と比較すると増加となった。  

図表20 龍且数（常勤換算）  

（単位：人）  

12）精神病棟の入院基本料区分   

精神眉床を有する】05施設について精神病棟の入院基本料区分についてみると、全体で  

は「】0対l」が7，6％、r15対1」が86．T％であった。   

r入院時医学管理加算」の届出施設（17施設）では、「10対l」が5．9％、「15対1」が  

吉名．2％、「医師事務作業補助体制加算Jの届出施設では「10対IJが丑8％、「15対1」が  

g6．5％、「ハイリスク分娩管理加算」の届出施設では「10対l」が8．6％、「15対】」が860％  

であった。  

図表19 精神病棟の入院基本欄区分  

O一  之m      4仇     6（】～     80～     1m  

全体（n＝105）  

入院時医学t理加算  
届出描設（J－17）  

医師事務作業補助体制  
加書届出施農（∩＝37）  

ハイリスク分娩管理加井  
届出施設（†F93）   

平均値  標準偏差  最大旗  t小憮  中央値   

医師  95．2  ‖5．き  ：l川●  3．g  55．l   

歯科医師   ユ．コ  14．l  19T．8  0．0  0．0  

看護師・保健師  277．7  2】4．8  l，072．0  l．0  ユ27．ヱ  

助産師   l〕J  15．0  こ  ●  0．0  11．0  

粗看護師   16．且  16．5  99．4  0．0  12．2  

15．7  lZ．9  幻．0  l．0  12．4  

平 成  58．0  5l．4  44つ．0  0．0  4g．0  

19 牢  

98．5  120．】  799＿6  3．月  56．9  

月  3．〕  13．7  192．g  0．0  0．0  

287．2  223．吉  l，074．l  l．0  Z〕〕．5  

Ⅰユ．0  

】5＿9  15．7  ■●・  0．0  1ト1  

l（i．l  13．2  83．4  1．0  】2．8  

平 成 20 年 10 月   

49．l  

118．4  94．4  1 8g9．1  0．0  98．5  

613．8  470．5  3，060．0  46．7  485．5   

［二重章二二重二重垂亘二幸季］  

（注）・精神病床を有ナる105施設を対象とした．   

・「18対＝「コ0対1」は該当がなかった。  

（注）平成19年10月及U平成20年10月の2月について欠損値のない504施設を対象に、  

集計を行った．   



14）医師事務作業補助者   

r医師事疾作業補助体制加算」の届出状況の如何にかかわらず、医師事務作業補助者の  

有無についてたすねたところ、「（医師事務作業補助者が）いる」という回答が7〕．8％、「（医  

師事務作業補助者は）いないが、今後、確保・採用予勘が11．2％、r（医師事務作業補助者  

は）いないJがlユ．8％であった．   

r（医師事務作業補助者が）いる」と回答した施設における医師事務作業補助者数（常勤  

換算）についてみると、平均は‘．5人（標準偏葺8、0、中央t4．0）であった．  

凪鼓21長師事残件＃補助萄の有■  

帆  1仇  Zt丼  彿 l【瑞  5仇  鵬  Tq■  801 101 1∝粍  

15）MSW（医療ソーシャルワーカー）   

MSW（医療ソーシャルワーカー）の有無lこついてみると、「（MSW（医療ソーシ十ノレワー  

カー）が）いるjが9ヱユ％、rくMSW（医療ソーシャルワーカー）li）いないが、今後、確  

保・線用予定」が1，9％、r（MSW（医療ソーシャルワーカー）は）いない」が5ユ％であっ  

た．  

－ r（MSW（医療ソーシャルワーカー）が）いる」と回答した施設におけるMSW（医療ソ  

ーシャルワーカー）の人数（常勤換算）についてみると、平均は】．0人（標準偏差2．D、中  

央値2．9）であった．  

図表23 MSW（医療ソーシャルワーカー）の有精  

01  101  2ロー  〇Ol  購  501  6肪  701  80～  80t l【肪  

医師事務作業補助者（人）  

（注）医師事務作業補助者がいる  という回答があった381件のうち、人数が不明だった17件を  
除く）朗件を対針こ集計を行った．  

MSW（人）  

（注）MSWがいるという回答があった47‘件のうち、人数が不明だったl‘件を除く460件  
を対象に集計を行った．  
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②患者数等  

1）1か月の外来患者赦   

平成20年10月lか月間の外来患者数lこついてみると、1施設あたりの「外来患者数（初  

診）」の平均は2，053．9人（標準偏差り95．さ、中央値l，760．0）、r外来患者延べ人数（再診）」  

の平均は1も777・9人（標準偏差12．690．3、中央値1－Uユ8，0）であり、平成19年10月時点と  

比故ナると、初診一再診ともに外来患者数は減少となった．   

また、平成20年】0月lか月間のー救急搬送による外来患者延べ人軌は242．2人（標準  

偏差4】7．7、中央値110．0）であり、平成19年I0月時点と比較するとlヱ．4人洩少している。  

全外来患者数（外来患者数（初診）＋外来患者延べ人数（再診））に占める、このー救急搬  

送による外来患者延べ人数」の割合（⑤）をみると、平成19年IO月及び平成20年10月  

のいすれもl＿3％となり、変化はなかった。   

さらに、平成ユ0年10月lか月間の【選定溌養の実費徴収を行った患者軌をみると、  

平均は54おJ人（標準偏差576j、中央値490．5）であり、平成19年10月と比較ナると31．1  

人の減少となった．「外来患者数（初診）」に占める、このー選定療養の実費徴収を行った  

患者数」の割合（⑥）をみると、平成19年10月では27．1％であったのが、平成20年10  

月では26．7％とやや低下している．  

図表亭71か月の外来患者数  

（単位：人）  

16）病院ボランティア   

病院ボランティアの有無についてみると、「（病院ボランティアが）いるjが57．0％、「（病  

院ボランティ7は）いないが、今後、確保・採用予定Jが7．，％」r絹院ボランティアは）  

いないJが31．2％であった．   

「（病院ボランティアが）いるj と回答した施設における病院ボランティアの人数（夷人  

数）についてみると、平均は粥．0人（標準偏差51j、中央値21．0）であった．  

図表25 病床ボランティアの有無  

【九  】【鵬  20～  Ⅵ 101  501 60～  7（ホ  80‡ 80～ l∝粍  

病院ボランティア（人）  

平均証  標準偏重  最大確  最小値  中央値   
①外来患者数（初診）  nゴ479  け年10月  2，l】9．0  1．44l．7  10．3き6．0  gl．0  1．854．0  

¶メ479  20年10月  2，053．9  1．395．‡  10，86l．0   さ2．0  l．760．0   
②外来患者延べ人数  

（再診）   nゴ479  20年10月  16，777．9  12．6pO－】  92，487．0  128．0  14，】38．0   
（診救急搬送による外  

来患者延べ人数   
④選定療養の実費徴  
収を行った患者数   
（釦∋／（①十②）  n－479  19年10月  1．j％  

爪纂479  ヱ0年10月  1．3％  

⑥④／①   爪立450  19年10月  27．1％  
n血450  20年10月  2占．7％  

（注）外来患者数（初診）、外来患者延べ人数偶診）、救急搬送による外来患者登べ人数について、   

（注）病院ボランティアがいるという回答があった294件のうち、人数が不明だったユユ件を  
除く262件を対象に集計を行った．  

平成柑年10月及び平成ユ0年IO月について回答が得られた479件を対象に集計を行った．  
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③病院勤務医の状況について  
1）常勤医師数   

平成20年10月における常勤医節の1施設あたり平均人数について、診療科別男女別美  

人数をみると、「病院全体の医師」では「男胤73．占人、「女性」16．4人であった。同様に、  

「内科の医師」では「男性」17．5人「女性」〕．ヰ人、職神科の医師」では「男性」1．7人、  

「女性」0・3人、r′ト児科の医師」では「男性」40人「女性」l．5人、「外科の医師」では  

「男性」9・4人、「女性JO．8人、「脳神経外科の医軌では「男性J2．7人、「女性JO」2人、  

「整形外科の医師」では「男性」5．Ⅰ人、「女性」02人、「産科又は産婦人科の医軌では  

「男性」3・0人、「女性Jl．5人、「救急科の医師」では「男性」l．名人、「女性」0．2人、「そ  

の他の医師」では「男性」2E．ユ人、「女性J去ユ人であった。なお、平成19年と比較すると、  

増加幅は少ないものの増加となった診療科が多く、横道いはあっても減少となった診療科  
l土みられなかった。  

国表29 常勤医師数1施設あたり平均人数（診療科則男女別 美人赦）  

（単位：人）  

2）1か月の入院患者数   

平成20年】0月1か月間の入院患者数についてみると、】施設あたりの「新規入院患者数」  

は平均6〕4．7人（標準偏差461．0、中央値549．0）であり、「救急搬送により緊急入院した患  

者数」は平均961人（標準偏差90．5、中央値67，0）であった。平成19年10月と比較rる  

と、平均値ペースではいず九も増加となった。   

また、平成20年】0月lか月間の退院患者数こついてみると、1施設あたりの「退院患者  

軌は平均635．ユ人（標準偏差459．0、中央催55t．0）、「診療情報提供料を算定した退院患者  

数」は平均l〕7．0人（標準偏差152．2、中央値89．0）、「転帰が括癒であり通院の必要のない  

退院患者数」は平均57．8人（標準偏差】07．2、中央値20．0）であった。平成19年10月と比  

較すると、いずれも増加となった。特に「転帰が治癒であり通院の必要のない退院患者数」  

の増加は大きく、退院患者数に占める割合をみても、平成19年10月には7．2％であったの  

が平成20年10月には9．1％と上昇している。   

さらに、平成20年10月1か月間における「月末在院患者数」についてみると、平均j13コ  

人（標準偏差2137、中央値27l．0）となっており、平成19年10月と比較するとやや減少  

している．  

図表28 1か月の入院患者数等  

（単位：人）  

平成19年10月   平成20年1（】月  
男性  女性  男性  女性   

病院全体の医師   71．8  15＿2  7コ．6  l（】．4   

内科の医師   17．1  ココ  17．5  ）．4   
精神科の医師   1．‘  0＿3  l．7  0．3   
小児科の医師   】．9  l．4  4．0  l．5   
外科の医師   9＿4  0．g  9．4  0．8   
脳神j蚤外科の医師   2．7  0．1  2．7  0．2   
整形外科の医師   4．9  0，2    0．2   
産科又は産婦人科の医師  2．9  l－4  3．0  由   
救急科の医師   1．7  0．2  l．g  0．コ   
その他の医師   27，6  7．6  2呂．3  8．2   

ロコ4慕8  20   

②救急搬送により緊急入  n＝4ヰ4  19   

n朝  20   
nこ4g8  19  

①新規入院患者数  n±4g8  19             院した患者数      ③退院患者数       ntヰ！ボ  20  ④診療情報提供料を算定  n三っg7  19  した退院患者数  n＝）87  20  ⑤転帰が治癒であり通院  n－；）49  19  の必要のない退院患者数  n＝】49  20  ⑥月末在院患者数  n－4gg  19   n三4g8  20  

平均値  標準 偏差  最大値  最小随  中央値   
年10月  63】．4  45丁．6  2．595．0  〕且．n   

年】0月  634．7  461，0  2，6t9．D  〕8．け  549．0   
年tO月  95▼5  89．写  609．0  0．8  68，0   
年10月  96．】  90．5  5gQ．0  0〔）  670   

年王0月  61l．3  4〕冨，8  2，501，0  Ⅰ9プ  5】7．0   
年相月  635．ユ  459．0  2，59：Z0  42，0  55】，0   

年10月  12ヱユ  135．6  1，O140  00  790   
年】0月  】370  Ⅰ5二！．2  Ⅰ，027．D  0n  呂9．0   

； ■ ＝  44．2  91．4  gO4．0  0．0  19．0   

年10月  57．8  107＿コ  743．0  00  20，0   

年】0月  3202  2柑．8  1，】8：；．0  8．n  27】．5   
年10月  ；lユ．2  21：l．7  1，085．0  170  コ71．0   

（注）欠損儀のない4朝件を対象に集計を行った。  

（注）新風入院患者劇、退院患者数、月末在院患者数について、平成19年10月及び平成ヱ0年】0月  
分の回答が得られた488件を対象に集計を行った．   

「＼  

2）当直回数   

平成ヱ0年10月における診療科別常勤医師1人あたり月平均当直回数についてみると、  

鳩院全帆では2，さ5臥「内軌では2．t9匝l、「精神科」では1．29臥「小児科」では1．鋸  

臥「外科」では2．26臥「脳神経外科」では2．5日臥「整形外科」ではl、92回、「産科・産  

婦人科」ではコ・68臥「救急科」でIi3．67回、「その他」では乙02回であった。最も多いの  

が「救急科」で、次いで「産科・産婦人軌、「小児科」となったが、これらでは月平均当  

直画数がう回以上となった。平成19年10月と比較すると、月平均当直回数が増加となっ  

た診療科はなかったが、月平均当直回数はわずかな減少にとどまった．  

図表31診療科別 常勤医師1人あたり月平均当直回数  

回  
000  100   之（氾   3（カ   400   5∝）  

平成20年10月における非常勤医師（当該施設に週24時間以上勤務する非常勤医師）の  

1施設あたり平均人数について、診療科別男女別美人数をみると、「病院全体の医師」では  

甥蝕Ⅰ6コ人、「女性J“人であった小間様に、「内科の医師」では「男性」3．9人、女  

性」Ij人、「精神科の医師」では「男性」0，6人、「女性」0＿j人、rノj、児科の医師」では「男  

性」0・8人、r女性」0＿5人、「外科の医師」では「男性」25人、「女性」04人、「脳神経外  

科の医師」では「男性」Oj人「女性」0．0人、嘔形外科の医師」では「男性」0．9人、「女  

性JO．一人、「産科又は産婦人科の医師」では「男性j O．5人、「女性」0．5人、r救急科の医  

師」では「男性」0」人、「女性」0＿1人、「その他の医師」でl士「男性j㍍人、「女性」3．4  

人であった。なお、平成丁9年と20年の間に急激な増減はみられなかった。  

国表30 非常勤医師数1施設あたり平均人数（診療科別男女別 英人数）  

（単位：人）  

平成19年】0月   平成20年10月  

男性  女性  男性  女性   
病院全体の医師   Ⅰ6．0  6．2  】6．2  6．6   
内科の医師   4．0  円  3．9  1．3   

小児科の医師   
精神科の医師  0．6  0．j  0．6     0．3  

0．7  0．4  0．8∃  0＿5   
外科の医師   2．4  0．4  2．5弓   0．4   
脳神経外科の医師   0．5  0．0  0．5  00   
整形外科の医師   0．9  0．t  0．9  」  0t   
産科又は雇媚人科の医師  0．4  0．4  0．5j   o．5   
救急科の医師   0．3    0t  0．〕㌢    01   
その他の医師   6l  】  3．2  6・2」一 」・4   

病院全体（『訂8）  

内科（昨亘11）  

精神科（ポ14了）  

／ト児科（「ド30：り  

外科（∩＝395）   

脳神経外科（∩＝269）  

整形外科（n＝351）  

産科・産婦人料（ド29ユ）  

救急科（ポ1ココ）  

その他（婿370）  
（注卜欠韻値のない三富さ件を対象に収益を行った。   

・本調査では、遇コ4時間以上当庄施設に勤務する非常勤医師に限定していこ〉n  
（注卜平成19年10月及び平成20年10月とも記載のあった診療科医師の平均当直回数を対象  

とした。   
・nは施設数である．   



3）連続当直合計回数   

平成20年相月における診虎科別1か月あたり連続当直合計回数（常勤医師）について  

みると、「病院全勘では5，ユ佃、「内剛では0．92臥「精神札ではOJ5回、r′J吠科」  

では1．Ol臥ー外科」ではL∽回、偶榊経外軌では0．69臥憾形外科」では0・41臥  

r産科・産婦人削では1．40回、r救急削ではl・60臥ーその他」では2・79回であった。  
最も多かったのはー救急科」で、次いで「産科・産綿人机、r小児机、r外軌となり、  

これらの診療科では連続当直合計回数の平均はl回を超えた．   

平成19年10月と比較して増加となった診療科はr救急机（増加分0▲25回）、「精神軌  

（同0．1回）、r外剛（同0・08回）、嘔形外軌（同○・02回）であったが・いずれも微増で  

あった。  

図表33 診療科別1か月あたり連続当直合計回数（常勤医師）  

匝】  
0．00 】00  乙∽  コ♪0  400  5DO  600  

平成20年tO月における診凍科別非常勤医師1人あたり月平均当直回軌こついてみると、  

r病院全体」では2．00臥ー内剛ではl．94臥「精神机では1・90臥「小児科」ではユ・82  

臥ー外科」では2．57臥「脳神経外剛では2．97臥慢形外軌では2・10臥鳩科・産  

婦人科」では＝0臥「救急科jではユ．99臥「その他JでIil・5さ回であった■  

多くの診療制では平成け年10月と20年10月の間に急激な増減はみられないが、r救急  

科」においては平成】9年と比較して月平均約1回の減少となった・この他、r小児科」で  

も月平均当直回数は減少している．平成19年10月と比較して増加したのは「脳神経外軌■  

（増加分は0．25回）、r外科」（同0．1‘回）、慢形外軌（0・14桓Ⅰ）、r練神軌（0・鋸回）で  

あった．  

図表32 診療科別 非＃鋤医師1人あたり月平均当直回数   

鏡餅全体（∩こ‖椅）  

内科（n三1，）  

精神科（■下糾）  

小児割（l一拍）  

外科（lF80）  

6神経外科（南コ〉  

鼓野外斡（∩＝18）   

重科・痩婦人科（n三19）  

最▲利（lドり）  

モの他（両7）  

嚢続全体（∩＝258）  

内科（一声ヱ06）  

R神村（痢6）  

小児科（l戸川g）  

外科（l紹0丁）  

駐韓線外利（′Ft42）  

雛形外科（∩三t83）   

産科・貞婦人科（炉18：l）  

緻■科（lFm）  

そ中也（ポt04）  （注）・平成19年10月及び平成20年10月とも記載のあった診療科医師の平均当直回数を対魚  
とした．   

・nlま施設数である，   
（注卜平成19年10月及び平成20年10月とも記せのあった診ま科医節会体の連続当直の合計  

回数を対象とした．   

・nli施枚数である．   

平成20年10月における診療科別1か月あたり速練当直合計回数（非常勤医師）につい  

てみると、「病院全帆では4．25回、「内科」でIilユ7匡l、一掃神科」では0．52臥「′ト児科」  

ではl．〕‘臥「外科」では2．62回、「脳神経外科」では0．92臥㌻整形外科」ではOA4回、  

r産科又は産婦人科」では0．95回、r救急科jでは2．18回、rその他」では2．朋＝司であった。   

連続当直合計回数が最も多いのは「外科」で、次は「その他」を除くと、r救急科jであ  

り、これらの診療科では運虎当直合計固執ま2回を上回った。   

平成19年10月と比較すると、r救急科j（増加分0．63回）、r外科」（同0．53回〉、rJ笹神  

経外科」（同○＿11回）、「精神科Jく同0＿D7回）で増加となった．  

国表35 診療科別1か月あたり連続当直合計回数【非常勤医師）  

匝】  
0，（氾  1．00   乙【氾   3．【旧   4．【め   5．【氾   8．∞  

平成20年10月における診療科別連続当直実施施憩の割合（常勤医師）についてみると、  

鳩院全体」では叩＿‘％、「内科Jではけ5％、r精神科一では】0．4％、r小児科」では】7．2％、  

r外科」では18．4％、・r脳神経外科」では15．5％、r整形外科」では12．‘％、r産科・産婦人  

科」では3D，l％、r救急科Jではlさ．2％、「その他」でIi25二；％であった．連続当直実施施  

投の割合が最も補いのは「産科・産婦人科」であり、次は「その他jを除くと、「外科上「救  

急軌、「内科」、「小児軌であった。   

平成19年】0月と比較ナると、ナべての診療科で連続当直実施施役の割合が布くなった。  

特にこ r救急科」では平成19年と比較して5ポイント以上ホくなった．  

図表34 診療科別 連練当直実施施設の割合（常勤医師）  

0．（n    20．Ot   40．m    60．O1   8D．m   】00．（鵬  

病院会体（∩＝258）  

内科（n＝ZD6）  

精神科（n＝○の  

小児科（lず日和）  

外科（洋弓01）  

脳神繰外科（n＝142）  

整形外科（rF183）   

産科・壷嬢人科（爪＝183）  

救急科（∩＝丁刀  

モの他（n＝】84）  

病院会体（鰐81）  

内科（∩＝59）  

精神科（n＝ヱ9）  

小児科（南3）  

， 外科（∩＝イー）  

占i神経外科（作48〉  

整形外科（∩＝36）   

産科・産婦人科（n＝3引  

致急科（n＝lり  

その他（rF8丁）  

（注）・平成け年10月及び平成ユ0年10月とも記載のあった診療科医師の平均当直歯数を対象  

とした．   

・nは施設数である．  
（注）・平成19年10月及び平成20年10月とも記載のあった診療科医師会件の連続当直の合計  

回数を対象とした．   

・nは施設数である．  
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平成20年】0月における診療科別連続当直実施施設の割合（非常勤医師）についてみる  

と、「病院全体」では206％、「内科」では16．9％、「精神科」では135％、「′ト児科」でIi  

15ユ％、r外科」では29．g％、「脳神経外科j では19．2％、「整形外科」では167％、「産科・  

産婦人科Jでは28．2％、一致急科」では1S．：！％、「その他」では1〕．4％であった。連続当せ  

実施施設の割合が最も削、のは「外科」であり、次いで「産科・産婦人科」となった。   

平成19年10月と比較すると、「外科jと「脳神経外科」では実施施設割合が増加したが、  

他の診療科では減少もしくは横j互いとなった。  

図表36 診療科別 連続当直実施施設の割合（非常勤医師）  

④病院勤務医の負担軽ま策の実施状況  

1）病l戻勤務医の負担軽減策の取組み状況   

負担軽減策の取組み状況についてみると、「医師・看護師事の業腐分担」については、「取  

り組んでいる」が5占4％、「計画にあうが、取り組んでいない」が1古．7％、「計画にない」  

が16．7％であった。   

「医師事務作業補助体制」については、「取り組んでいる」が77．1％、「計画にあるが、  

取り組んでいない」が11．2％、「計画にない」が6．6％であり、「取り組んでいるj という回  

答割合が高かった。   

「短時間正規雇用の医師の活用」についてIi、「取り組んでいる」が25．4％、「計画にあ  

るが、取り組んでいない」がヱ0．0％、「計軌こない」が45．5％であり、取り組んでいる施設  

が他の】要目と比べて少なかった．   

r連続当直を行わない勤務シフト」については、「取り組んでいる」が71，9％、「計画に  

あるが、取ケ組んでいない」が7．6％、「計画にない」が9．7％であった。   

r当直後の通常勤掛こ係る配慮」については、「取り組んでいるjが45．2％、「計画にあ  

るが、取り組んでいない」がか4％、「計酎こない」が2ユ．1％であった．  

阻表37 負担軽減策の取組み状況（n三516）  

肪  2（蔦  4αl  ぷ推  古α1    180l   
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病院会体（n⇒7）  

内科くn＝59）  

積樽科（『29）  

小児科（lf33）  

外科（ld7）  

6榊鞍外科（匿26）  

整形外科（ポ36）   

産科一座婦人科（忙39〉  

救急科（ボ11）  

その他（ード67）  

医師・t董l輝専の  

末技分担  

医師事覆作業  
補助体制   

短時間正規雇用の  
医師の着用   

連続当直を行わち：い  
勤珪シフト  

当直後の通常l急務  
に係る？巳慮  

（注卜平成19年】0月及び平成20年10月とも妃鼠のあった診療科医師全体の連続当直の合計  

回数を対象とした．   

・nは施設数である。   

8計側にあるが、取り組んでいない  

■その他   

医師・看護師等の菜誘分担の取組み状況について施設基準届出別にみると、「入院時医学  

管理加算」の届出施設では、「取り組んでいる」が68．9％、「計画にあるが、取り組んでい  

ない」が】2ヱ％、「計画にない」が9，5％であった。また、「医師事務作業補助体制加算」の  

届出施設では「取り組んでいる」が00．g％、「計画にあるが、取り組んでいない」が16．2％、  

「計画にないJが】19％であった．「ハイリスク分娩管理加算Jの届出施設では「取り組ん  

でいる」が56，1％、「計画にあるが、取り組んでいない」が16．1％、「計画にない」が174tlも  

であった。医師・看護師等の業務分担に1）いて「取り組んでいる」という施設の割合が最  

も高かった。  

図表38 負担軽減策の取り組み状況く施設基準別）  

一任）医師・看護師等の集精分担－  

（汽 1D1 201 30ヽ 4｛鵬 Soヽ 6（鵬 70～ 8†〕t 9（几10Ch  

医師・看護師等の業務分担に関する取組みを開始した時期についてみると、全体では「平  

成20年ユ月以前」が7ココ％、「平成20年4月以降」が20．3％であった。   

施設基準別にみると、r入屍時庭掌管理加算」の届出施設では「平成ユ0年3月以前」が  

70．6％、「平成20年十月以降」が21．6％であり、「医師事務作業補助体制加算」の届出施設  

では「平成20年3月以前」が68．9％、「平成ZO年4月以降」が23．g％、「ハイリスク分娩  

管理加算」の届出施設では「平成20年3月以前」が77．6％、「平成20年4月以降」が155％  

であった。  

国表39 負担軽減策の取り組み開始時期（施設基準別）  

－①医師・看護師事の業務分担～  

Ol l【几 m m ll）t 5（汽 6m 70t 8仇 gOt l∝几  

全体  
（rF291）  

人事完時医学管理加暮  
届出施設くrF5り   

医師事詩作暮補助体制  
加暮届出玉電設（洋弓06）  

∧イリスク分娩管理加井   
届出施設（rFlT4）  

全休  
（∩三518）  

入院時医事管理加膚  
届出絶世（r仁74）   

医師事発作事績勒体制  
加書店出施設（∩＝339）  

∧イ■jスク分娩管理加井  

届出施設（∩三310）  

以降    口無回書  

（江）各項目について「取り組んでいる」と回答のあった施設を対象に集計を行った。   



医師事務作業補助体制に関する取組みを開始した時期についてみると、r全帆ではー平  

成20年3月以軌が73ユ％、「平成20年4月以削が20・つ％であった．   

施設基q鴨りにみると、r入院時医学管理加算」の届出施設では「平成20年つ月以削が  

70．‘％、r平成20年4月以削が216％、r医師事務作業補助体制加別の届出施世では「平  

成20年ユ月以軌が68．9％、「平成20年4月以降」が刀－8％、rハイリスク分娩管理加凱  

の届出施設では「平成20年3月以軌が77．6％、「平成20年4月以降」が15・5％であった。  

図表41負担軽減策の取り租み開始時期（施設基準別）  

－②医師事務作業補助体≠ト  

01 一帖 2肪 301仰1501印～1018肪 g仇1m  

医師事儀作業補助体制の取組み状況について施設基準別にみると、r入院時医学管理加  

凱の届出施設では「取り組んでいる」が90j％、「計画にあるが、取り組んでいか、Jが  

5．4％、r計画にない」が1．4％であった．また、r医師書抜作業補助体制加算」の届出施投で  

Iま噛り組んでいる」が，7．6％、r計画にあるが、取り組んでいないJが0．9％であった。rハ  

イリスク分娩管理加算」の届出施般では便り組んでいるJが糾－5％、「計画にあるが、取  

り組んでいない」が17．7％、r計画にない」．がIl．1％であった。   

rハイリスク分娩管理加丸の届出施設では、「取り組んでいる」という回答割合が他の  

施設基準届出施設と比較して低いものの、r計画にあるが、取り組んでいない」という施設  

が王制近くあった．  

図表40 負担軽減策の取り組み状況（施設基準別）  

－②医師事務作業補助体㈲卜  

01   20～    硯    80X    801  1皿  

全体  
（nニュ98）  

入院時臨辛t理知暮   
届出施設（両丁〉  

医師事描作手捕助体制  
加算届出地紋（n＝〕〇り  

∧イリスク分娩管理加暮  
届出施設（げ200）  

∵「∴‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾二‾嘉事由        匝頭          匡司 二   咽‾‾‾二≡『  

全体  
（n＝51‘）  

入険時医学管理加算  
届出施設くrF了ヰ）   

医師事拝作業欄虻劇場  
加算届出絶世（ll司ユ9）  

ハイリスク分娩t理加暮  

属出施毅（n＝810）  

■平成20年ユ月以前   6平成加年■月以降   D無回答  

（注）各項目について噛り組んでいる」と回答のあった施設を対象に集計を行った・  

口折鶴にある机取り組んでいない  
■取り組んでいる        BI十囁にない  ¶モの他  

38  37   

短時間正規雇用の医師の活用といった取組み状況について施設基準別にみると、「入院時  

医学管理加軌の届出施設ではー取り組んでいる」がココ．8％、r計画にあるが、取り組んで  

いない」カ〒27．0％、「計画にないjが35．1％であった．また、「医師事務作業補助体制加算」  

の届出施放では「取り組んでいる」が26．8％、「計画にあるが、取り組んでいないJが22．7％、  

「計画にないjが41．6％であった．ーハイリスク分娩管理加欄」の届出施服では「取り組ん  

でいるjが26．5％、「計画にあるが、取り組んでいない」が17．7％、「計画にない」が4旦．1％  

であった。   

いずれの施設基準届担施掛こおいても「拙酎こない」が最も多かったが、「ハイリスク分  

娩管理加算Jの届出施設では48■1％と高かった．  

図表42 負担軽減策の取り組み状況く施般基準別）  

～③短時間正規雇用の医師の活用－  

Dl m ll）l    ■0ヽ     机    l【仇  

短時間正規雇用の医師の活用に関ナる組みを脚色した時期についてみると、r全削で  

はー平成20年3月以恥が67＿2％、r平成ユ0年4月以削がユ4・4％であった・   

施設基準別にみると、一入院時医学管理加凱の届出施設では「平成20年】月以前」が  

朗．0％、呼成ユ0年4月以降」が24．4％、「医師事務作業補助体制加凱の届出施設では「平  

成20年】月以前」が70．3％、「平成20年4月以降」が22・0％、レ＼イリスク分娩管理加熱  

届出施設では「平成20年つ月以軋が5g・5％、「平成20年4月以降」が30・5％であった。   

rハイリスク分娩管理加算」の届出施㌍では、呼成20年4月以降」の割合が犯5％と、  
他の施設基準と比較して相対的に高かった。  

図表43 負担軽減策の取り組み開始時期（施股基準別）  

～③短時間正規雇用の医師の着用－  

OllO～ 20130～l肌 5Pt ¢0170t 8010ロ11m  

全体  
（∩＝1：〉り  

入院時医学管理加暮   
届出施設（∩＝25〉   

臣師事祷作美補助体飼  
加算届出施設（ポ9t）  

ハイリスク分娩t理加井  

届出施設（ll＝82）  

全体  
（げ巧16）  

入院時医学■理加算   
属出i設（n＝Tl）   

l互師事残作業域助体●l  
加算届出施設（両コ9）  

ハイリスク分娩t理加暮   

届出縫劇（「戸310）  

1平成之○年3月以前   田平成20年一月以降   ロー回答  
■取り組んでいる  口計画にあるが、取り組んでいない  
ロー†Ⅷにない  ■その他  
日舞回答  （注）各項引こついてー取り組んでいるJと回答のあった施設を対象に集計を行った・   

B9  



速読当直を行わない勤務シフトといった取組み状況について施設基斬忙みると、「入院  

時医学管理加軋の届出施設Pは咽り組んでいる」が79．7％、「計画にあるが、取り組ん  

でいない」が41％、「計画にな十」が6▲8％であった。また、「医師事務作業補助体制加軋  

の届出施設では咽り組んでいる」が・776％、「計画にあるが、取り組んでいない」が62％、  

「計画にない」が6－2％であった。「ハイリスク分娩管理加軋の届出施設では佃一凋ん  

でいる」が69・0％、「計酎こあるが、取り組んでいないJが87％、「計酎こない」が12．ヨ％  

であった。  

図表現 象担軽減策の取り組み状況（施設基準別）  

～④連続当直を行わない動橋シフト→  

O1   201   ヰ仇   6仇   8仇  100～  

連続当直を行わない勤務シフトといった取組みを開始した時期についてみると、「全体」  

では「平成20年ユ月以軌が9】6％、「平成20年4月以降」が2．7％であった。   

施設基準別にみると、「入院時医学管理加凱の届出施設では「平成20年3月以前」が  

怠9・S％、「平成20年4月以降」が34％、「医師事務作業補助体制加算」の届出施設では「平  

成20年3月以前」が92．0％、「平成20年4月以降」が3．4％、「ハイリスク分娩管理加算」  

の届出施設では「平成28年3月以前」が93．0％、「平成20年4月以降」がl．9％であった。  

区ほ邑45 負担軽減策の取り組み開始時期（施設基拳別）  

－④連続当直を行わない勤務シフトー  

01    2Dt    ヰO1    601    80～   10仇  

全体  
（忙弓7り  

入院時医学t理加井  
届出施設（∩＝59）   

医師事務作業補助体制  
血書届出施設（rF263）  

∧イリスク分娩管王里加算   
届出施設（∩＝2】わ  

全体  
（げ＝引6）  

入院時医学管理加井   
届出施設（∩＝74）   

医師事祥作業補助体制  
加暮届出施設（∩二339）  

ハイリスク分娩管理血書   
届出施設（作」10）  

白平成20年4月以降   口熱回害  
－  ・ ・   

【  
性）各項月について「取り組んでいる1と回答のあった施設を対象に集計を行った。   

当直後の通常勤掛こ係る配慮といった取組みを開始した時期についてみると、「全体」で  

は「平成20年3月以前」が㌫・4％、「平成20年4月以削が11．6％であった。  

施設基準別にみると、「入院時医学管理加軋の届出施設では「平成20年3月以軌が  

7g3‰「平成20年4月以降」が13・0％、「医師事務作業補助体制加別の届出施設では「平  

成20年3月以前」が81・7％・呼成20年4月以削がl乙4％、「ハイリスク分娩管理加乳  

届出施設では「平成20年一月以軌が軋0％、「平成20年4月以降」が12．D％であった。  

図表47 負担軽減策の取り組み開始時期（施設基準別）  

－⑤当直後の通常勤務に係る配慮一  

肌    2〔鵬    4肌   601   8肌   1∝鵬  

当直後の通常動附こ係る配慮といった取組み状況について施設基準別にみると、「入院時  

医学管理加凱の届出施設でlユ「取り組んでいる」が62．2％、「計画にあるが、取り組んで  

いない」がは9％、「計画にない」が】3．5％、「医師事務作業補助体制加算」の届出施設で  

は便り組んでいる」が49．9％、「計画にあるが、取り組んでいない」が罠．6％、「計画に  

ない」が17・7％、「ハイリスク分娩管理加算」の届出施設では「取り組んでいる」が45．名・滝、  

「計画にあるが、取り組んでいない」が2】，D％、「計酎こない」が242％であった。  

図表46 負担軽減倭の取り観み状況（施設基準別）  

～⑤当直後の通常勤務に係る配慮～  

Dヽ 10ヽ 20t 3（几 ヰ仇 501 8（鵬 701 8（乃 90t tOOt  

全体  
（n＝5†6）  

入院時医学管理加井  
届出施設（∩＝†4）   

医師事務作手補助体制  
加算届出施設（nこ339）  

ハイリスク分娩管理加井  
届出施設（∩＝31（り  

全体  
（∩＝233）  

入院時医学管理加暮  
届出施毀（n二46）   

臣節事悪作暮補助休欄  
加算届出施設（ポ169）  

ハイリスケ分娩管理加暮  
届出施夏生（rFり2）  

珊凰こある机机組んでいない【  
bその他  ■平鹿加年3月以前   n平成20年4月以降   ロー回答  

（注）各項引こついて「取り組んでいる」と回答のあった施設を対象に集計を行った。   



医師への経済面での処遇を改善したという232施設について、その処遇改善の内容にっ  

いてみると、全体ではー基本給を増やした」がユ‘j％、r手当を増やした」が75．4％であっ  

た．   

施F基準別にみると、r入院時医学管理加算」の届出施投では、「基本給を増やした」が  

ユ6．2％、「手当を増やした」が糾．占％といずれも他の施設基準届出施蚊上りもホかった。「針  

椅子区分挽管理加算」の届出施役では、「基本給を増やしたJはっ9，3％で「全体」よりも低  

かったが、「手当を増やしたJが8ヰj％と r全体j 上りも高かった．  

図表49 処遇改♯内容（棟数回答）  

8．01 之0．Ol ◆D．Ol ¢8．01 88．【性100．Dt  

2）医師への縫済面での処遇改善lこついて   

医師への経済面での処遇改善についてみると、全体ではー改善した」が45．0％、r変わら  

ない」が517％であった凸   

施設基準別にみると、「入院時医学管理加算」の届出施設ではー改善したjが52．丁％、r変  

わらない上が45．9％、「医師事模作菓補助体制加軋の届出施設でほ「敬啓したjがヰ7ユ％、  

r変わらないjが51．6％、rハイリスク分娩管理加算」の届出施放では「改善したJが45ユ％、  

「変わらない」が5】ユ％であった。  

図表48 医師への縁済面での処遇改書状潔  

O1    20ヽ    401   601   dO1  1叩l  

全体  
（ポ毒18）  

入院時圧竿虻】里加暮  
届出施股（∩こ71）   

医師事満作暮補助体制  
加算▲出施拉（∩＝338】  

∧イリスク分娩t理加算  

届出施銀（両10）  

基本給を増やした  

手皇を増やした  

その他  

q全体  白人院時医学管理加暮  
（n瑠32）  届出施設（n＝ユI）  

8医師事桟作業補助体刊  8ハイリスク分娩曹】1加暮   
加算届出紘拉（∩＝160）    届出施設（l宇118）  

■改暮した  日豪わらない  ロー回答  

46   
45   

特定の診療科の医師に基本給を増やしたという一1‘施設について、r特定の診療科」の内  

容をみると、【医師書競作菜摘勒体制加算」の届出施設（9施設）では†整彪外剛（5施設、  

55・6％）が最も多く、次いで「内科j（4施設、朝．4％）、「脳神経外科」（3施投、ココj％）、  

r外軌（2施設、訟ヱ％）、「′ト児科」い施軋1l．1％）であった．「ハイリスク分娩管理加  

井Jの届出施設（‘施投）では「産科・産婦人科」（5施軋g】j％）が最も多く、次いでr′」、  

児机（2施臥つっ・コ％）であり、r内科」、「精神軌、「外剛、傾神経外科」及び「整形外  

科」がそれぞれl施設、1‘．7％であった．  

図表51基本給を増やした「特定の診療科」（複数回答）  

一基本給を増やした」という施設についてその対象の医師をみると、全体では「医師全  

員Jが朋，○％、．ー特定の診療科に勤務ナる医師」が19．0％、r特定の医師jが52．4％となっ  

た．   

施設基準別にみると、r入院時医学管理加凱の届出施股では、他の施敗基準届出施腰と  

比較してr医師全Å」が57．1％と高かった。  

図表50 基本給を増やした対象の医師（複数回答）  

0．Ot  20．01  ◆○，【】t  88．0■  80．01 1∝l，Ot  

脳  整 
総  内  積  小  外  

外  
柑   

全体   l占  5    3  ）  4  6  5    4  
100．0  3l＿3  6．】  1‡．8  18．E  250  37．5  ユ1j  ‘．ユ  250   

入院時麿学管理加算  山  0  0  0  0  0  0  0  0  ロ   
届出施設   l00、0  0．0  0．0  0，0  0．0  0．0  0．0  0．0  D．0  】（氾0   

医師事務作業補助体  9  4  0  】  2  コ  5  0  ロ  0   
制加算届出施設  100．0  44．4  0．0  lt．1  ヱ2＿2  乃．）  55．6  0．0  1Ⅰ．】  0．0   
ハイリスク分娩管理加  6  山  b  2  u  □  u  5  0  】   
算届出施設   100．0  1‘．7  Ⅰ6．7  〕】．3  1占．7  16つ  1‘．7  83．j  0．0  

（注）マスの中の上段の単位l   まr件」、下段の単位は    「％」である．  

医祷全員  

特定の診療科に  
勤務する庭師  

特定の医師  

賀L 仙 一   
囚人険時医学t理加暮  山室体  

（n＝84）  

ロ医師書残作美積肋体制   
加算届出施設（∩ニ56）   

届出I巨設（n＝M）  

巳ハイリ1ウ分娩t理加暮   

届出施設（n＝41）  




